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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期
第１四半期
連結累計期間

第74期
第１四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自 平成29年３月21日
至 平成29年６月20日

自 平成30年３月21日
至 平成30年６月20日

自 平成29年３月21日
至 平成30年３月20日

完成工事高 (千円) 10,056,649 11,175,028 46,065,679

経常利益 (千円) 608,212 515,926 3,646,986

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 494,195 299,379 2,548,547

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 538,572 432,370 2,933,103

純資産額 (千円) 23,572,877 26,125,653 25,967,274

総資産額 (千円) 33,896,547 37,014,763 39,191,903

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 19.47 11.44 98.15

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 69.5 70.5 66.3
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

    ２. 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、同第1四半期連結会計期間において、株式会社ロードステーション前橋上武を設立し、連

結子会社としております。

 この結果、当社グループは、当社、連結子会社８社により構成されております。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

     当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国の保護主義的な政策の影響等により世界経済の不確実

性が増しているものの、所得や雇用環境の改善などを背景に、景気は緩やかな回復基調で推移しました。

建設業界におきましては、政府建設投資が増加に転じ、民間設備投資も企業収益が改善する中で、緩やかな増

加基調を続けており、受注環境は比較的堅調に推移しました。その一方で、技能労働者不足による生産能力の低

下、労務費のコストアップ問題等が長期化してきており、当社グループを取り巻く経営環境の先行きは依然とし

て楽観できない状況にあります。

このような経営環境のもと、当社グループは総力をあげて当社グループの独自の技術・商品を活用した積極的

な営業活動、生産システムの合理化等、他社との差別化を図ってきました。この結果、当第１四半期連結累計期

間の業績は、受注工事高が前年同四半期比22.2％増の142億７千万円、完成工事高が前年同四半期比11.1％増の

111億７千５百万円、営業利益が前年同四半期比17.8％減の４億６千９百万円、経常利益が前年同四半期比15.2％

減の５億１千５百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益が前年同四半期比39.4％減の２億９千９百万円とな

りました。

 

（2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産残高は、前連結会計年度末比21億７千７百万円（5.6％）減の370億１千

４百万円となりました。資産の部については、主として売上債権の回収により、受取手形・完成工事未収入金が

42億６千９百万円減少し、現金預金が35億６千９百万円増加しました。

負債の部については、前連結会計年度末比23億３千５百万円（17.7％）減の108億８千９百万円となりました。

主として工事代金の支払により、工事未払金が17億７百万円減少しました。

純資産の部については、前連結会計年度末比１億５千８百万円（0.6％）増の261億２千５百万円となりまし

た。主として保有株式の時価が上昇したことに伴い、その他有価証券評価差額金が１億４千６百万円増加しまし

た。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

（4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費は３千５百万円であります。なお、当第１四半期連結累計期間

において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年６月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,927,652 26,927,652
東京証券取引所
(市場第一部）

単元株式数
100株

計 26,927,652 26,927,652 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年６月20日 ― 26,927,652 ― 5,000,000 ― 4,499,820
 

 

(6) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できないので、直前の基準日である平成30年３月20日現在の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   平成30年６月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 ― ―

762,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

261,393 ―
26,139,300

単元未満株式 普通株式 25,952
 

― ―

発行済株式総数 26,927,652 ― ―

総株主の議決権 ― 261,393 ―
 

(注) １　発行済株式はすべて普通株式であります。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権30個）含

まれております。

３　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が75株含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成30年６月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
株式会社ヤマト

群馬県前橋市古市町
118番地

762,400 ― 762,400 2.83

計 ― 762,400 ― 762,400 2.83
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成30年３月21日から平成

30年６月20日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年３月21日から平成30年６月20日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月20日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 5,297,057 8,866,709

  受取手形・完成工事未収入金 14,250,553 9,980,823

  未成工事支出金等 3,841,259 2,445,017

  その他 989,605 613,247

  貸倒引当金 △3,455 △3,055

  流動資産合計 24,375,020 21,902,743

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 2,500,369 2,482,528

   その他（純額） 2,812,245 2,785,652

   有形固定資産合計 5,312,614 5,268,180

  無形固定資産   

   のれん 120,786 105,687

   その他 491,907 496,856

   無形固定資産合計 612,693 602,544

  投資その他の資産   

   投資有価証券 8,510,969 8,850,070

   退職給付に係る資産 155,395 184,158

   その他 225,209 207,065

   投資その他の資産合計 8,891,574 9,241,294

  固定資産合計 14,816,882 15,112,019

 資産合計 39,191,903 37,014,763

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 6,228,543 4,521,519

  1年内償還予定の社債 120,000 120,000

  1年内返済予定の長期借入金 17,232 17,316

  未払法人税等 843,986 28,144

  未成工事受入金 1,970,194 1,871,323

  賞与引当金 907,323 251,068

  工事損失引当金 225,370 －

  引当金 35,975 31,669

  その他 1,198,253 2,297,190

  流動負債合計 11,546,878 9,138,233

 固定負債   

  社債 120,000 120,000

  長期借入金 380,041 375,696

  役員退職慰労引当金 252,069 254,713

  その他 925,639 1,000,466

  固定負債合計 1,677,749 1,750,875

 負債合計 13,224,628 10,889,109
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月20日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月20日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,000,000 5,000,000

  資本剰余金 4,730,585 4,730,585

  利益剰余金 13,850,756 13,836,154

  自己株式 △244,467 △244,477

  株主資本合計 23,336,874 23,322,262

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,050,519 2,197,164

  退職給付に係る調整累計額 579,880 566,226

  その他の包括利益累計額合計 2,630,399 2,763,391

 非支配株主持分 － 40,000

 純資産合計 25,967,274 26,125,653

負債純資産合計 39,191,903 37,014,763
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
　至 平成29年６月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年３月21日
　至 平成30年６月20日)

完成工事高 10,056,649 11,175,028

完成工事原価 9,054,961 10,217,719

完成工事総利益 1,001,688 957,309

販売費及び一般管理費 430,337 487,386

営業利益 571,350 469,922

営業外収益   

 受取利息 2,333 2,869

 受取配当金 22,987 24,342

 受取賃貸料 4,922 4,078

 保険解約返戻金 － 18,524

 その他 15,900 8,758

 営業外収益合計 46,145 58,574

営業外費用   

 支払利息 2,272 4,487

 賃貸費用 4,240 4,432

 その他 2,770 3,650

 営業外費用合計 9,283 12,570

経常利益 608,212 515,926

特別利益   

 受取保険金 80,000 －

 特別利益合計 80,000 －

税金等調整前四半期純利益 688,212 515,926

法人税、住民税及び事業税 11,746 3,968

法人税等調整額 182,270 212,578

法人税等合計 194,016 216,546

四半期純利益 494,195 299,379

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 494,195 299,379
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
　至 平成29年６月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年３月21日
　至 平成30年６月20日)

四半期純利益 494,195 299,379

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 46,409 146,645

 退職給付に係る調整額 △2,033 △13,653

 その他の包括利益合計 44,376 132,991

四半期包括利益 538,572 432,370

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 538,572 432,370

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

　　(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社ロードステーション前橋上武を連結の範囲に含めてお

ります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

 　受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(平成30年３月20日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月20日)

受取手形裏書譲渡高 28,563千円 129,604千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
至 平成29年６月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年３月21日
至 平成30年６月20日)

減価償却費 84,316千円 84,258千円

のれんの償却額 －千円 15,098千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成29年３月21日 至 平成29年６月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月15日
定時株主総会

普通株式 251,553 10 平成29年３月20日 平成29年６月16日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成30年３月21日 至 平成30年６月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月15日
定時株主総会

普通株式 313,982 12 平成30年３月20日 平成30年６月18日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成29年３月21日  至  平成29年６月20日)

当社グループは建設工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 
当第１四半期連結累計期間(自　平成30年３月21日　至　平成30年６月20日)

当社グループは建設工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
至 平成29年６月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年３月21日
至 平成30年６月20日)

１株当たり四半期純利益金額    19円 47銭 11円 44銭

    (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円） 494,195 299,379

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円）

494,195 299,379

   普通株式の期中平均株式数（千株) 25,383 26,165
 

(注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年８月２日

株式会社　ヤマト

取締役会 御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福　島　　　力 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮　一　行　男 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマト

の平成30年３月21日から平成31年３月20日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成30年３月21日から平成30

年６月20日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年３月21日から平成30年６月20日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマト及び連結子会社の平成30年６月20日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
 

　

EDINET提出書類

株式会社ヤマト(E00138)

四半期報告書

15/15


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

